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概 要 版

金沢市福祉総務課

支え合う
福祉意識の醸成

地域福祉活動の
促進

地域支え合い
ネットワークの

構築
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Ⅰ. 地域福祉への関心を高める広報・啓発

Ⅱ.地域住民の交流促進

Ⅲ.福祉教育の推進

Ⅳ.人権教育・人権啓発

Ⅰ. 地区社会福祉協議会の活性化

Ⅱ.民生委員等の活動環境整備

Ⅲ.地域活動の担い手の育成・確保

Ⅰ. もれのない見守り体制の構築

Ⅱ.きれめのない相談支援体制の構築

Ⅲ.地域主体の生活サポート体制の構築

Ⅳ.地域活動の自主財源の確保

【重点取組①】　【重点取組③】

【重点目標】

【重点取組①】　【重点取組③】　【重点取組④】

【重点取組④】

【重点取組④】

【重点取組②】
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市民みんなで支え合い、誰もが安心して自己実現できる地域社会
　かけがえのない人間として尊重され、自己の持つ可能性を最大限に発揮しながら、希
望や喜びを感じて心豊かに生きることは、市民共通の願いです。地域に住む幸せを実感
できるためには、市民一人ひとりが地域における多様性をお互いに認め、地域社会の一
員であるとの自覚をもって自らができることを実践することが必要です。 
　本計画では、市民、地域団体、事業者、行政などの多様な担い手が地域課題に対して主
体的に関わるとともに、相互連携を深め、地域全体で支え合い活動を一層進めることで、
誰もが安心して暮らせる地域社会の実現を目指します。

計画の目標



誰もが住み慣れた地域で安心して暮らせるよう、市民みんなの力で
幸せを実感できるまちづくりに取り組むことが「地域福祉」です。

【住民が地域とつながる仕組み・きっかけづくり】
●ちょっとボランティア（気軽に参加できるボランティア）
●団塊の世代などの元気な高齢者が地域福祉の担い手として活躍できる場の創出

【地域外からの支援を柔軟に受け入れる仕組みづくり】
●地域と企業・NPO・学生等との接点づくり
●他地域との相互連携・補完の促進（地域間の協定締結など）

【基盤づくりに向けた取り組み】

こ れ からの 地 域 福 祉には …「 新たな共 助 」が 必 要 です

地域における様々な課題を解決する仕組みとして、

地域住民や企業、NPO、学生、ボランティアグループなどの多様な担い手と行政が協働しながら、

課題に対応する「新たな共助」を構築することが必要です。

「金沢市地域福祉計画２０１３」では、次の項目について重点的に取り組みます。

重点取組①　　 「地域支え合い推進条例（仮称）制定の検討」 

地域における支え合い活動を推進するため、本市における共助（支え合い）の基本理念を明確にするとともに、支援を必要
とする人への円滑な支援を図るための個人情報の取扱いを定める「地域支え合い推進条例（仮称）」の制定を検討します。

重点取組②　　  「多様な担い手づくり」 

重点取組③　  「個人情報の提供・共有に関するルールづくり」 

重点取組④　  「生活課題に対応したネットワーク型地域基盤づくり」 

地域における情報共有や行政から民生委員・地域団体等への個人情報の提供方法について、
課題や考え方を整理・検討し、ルールづくりに取り組みます。

連携 連携

地域福祉の推進にあたっては、「自助」、「共助」、「公助」の役割分担と相互の連携によって取り組むことが基本となります。

地 域 福 祉 と は？

地域で暮らす幸せをみんなでつくる 

「地域福祉」の主役は
「市民一人ひとり」です

地域福祉の基本的な枠組み 

地域福祉を取り巻く現状 

自　助
個人や家族による
自助努力

共　助
地域住民同士の
支え合い

公　助
行政が行う
サービスや支援

地域における支え合い・助け合い

少子高齢社会・
人口減少社会の進行

地域における
連帯感の希薄化

単身高齢者等の
社会的孤立感の増大

単身世帯の増加に伴う
家族の扶養機能の低下

担い手の高齢化・
固定化・後継者不足

買い物、ゴミ出しなどの
生活課題の多様化

●支援を必要とする人をもれなくカバーする仕組み
●住み慣れた地域で安心して暮らせる環境
●住民一人ひとりの「居場所」と「役割」

地域福祉推進が必要

様々な生活課題へ対応するために、地域住民主体の新たなサポート体制を構築し、
生活の質を維持するための「新たな福祉サービス」の提供を図ります。

●地域見守りネットワークの構築
支援を必要とする人の困り事を把握し、孤立を防ぐネットワークを地域住民、民生委員、
まちぐるみ福祉活動推進員、配達業者、商店街などによって構築します。

●生活支援サービスの提供
ひとり暮らし高齢者等のちょっとした困り事（除雪、ゴミ出し、電球交換など）に対し、
地域ボランティアが支援する体制を構築します。
　　　

求められる機能

小学校区を基本に地域全体を総合的に調整するコーディネーターなどが中心となって次のことに取り組みます。


